
■市第１８６号議案　平成２２年度横浜市一般会計補正予算（第６号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　こども青少年局関係部分
＜単位：千円＞

目名 補正額 国支出金 県支出金 負担金 市債 一般財源

410,000 0 0 0 0 410,000

目名 補正額 国支出金 県支出金 負担金 市債 一般財源

0 0 0 0 △ 106,000 106,000

目名 補正額 国支出金 県支出金 負担金 市債 一般財源

△ 268,325 △ 164,440 0 △ 14,677 0 △ 89,208

目名 補正額 国支出金 県支出金 負担金 市債 一般財源

△ 4,251,131 △ 3,001,271 △ 624,931 0 0 △ 624,929

目名 補正額 国支出金 県支出金 負担金 市債 一般財源

△ 46,914 0 0 0 0 △ 46,914

補正額 国支出金 県支出金 負担金 市債 一般財源

△ 4,156,370 △ 3,165,711 △ 624,931 △ 14,677 △ 106,000 △ 245,051

事業名

4款2項2目
保育所運営費

4款2項5目
保育所整備費

4款3項１目
児童措置費

保育所整備事業

横浜保育室
事業助成金

事業名

◇起債充当率の変更に伴う財源更正

子ども手当
支給事業

地域療育センター
運営事業

(戸塚・北部・西部)

4款3項4目
こども手当費

4款3項5目
児童福祉施設

運営費

事業名

◇対象児童数の減に伴う減額
　【当初予算】882人/月　→　【決算見込】796人/月　（△86人/月）
※地域小規模児童養護施設の設置ができなかったことなどによる減

◇支給対象児童数の減に伴う減額
　【当初予算】508,397人/月　→　【決算見込】475,696人/月　（△32,701人/月）

◇常勤職員の育児休業等に伴う人件費部分の委託料等の減

児童措置費等

事業名

事業名

◇利用者数の増に伴う増額
　　【当初予算】3,887人/月　→　【決算見込】4,193人/月　（＋306人/月）

合　　　　　計

平成23年2月15日
市第186号議案関連資料

こども青少年局


